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	 	 	 Abstract   Due to the Great East Japan Earthquake, there is increasing interest in disaster management. The 

information on disaster management is made into open data in many local governments. However, most of 
the data is not useful enough for citizen because of the lack of information needed after disaster happens. This 
study investigates to open the living information for times of disaster toward citizen use. 
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１．はじめに 
東日本大震災や熊本地震など，我が国は地震をはじ

めとした様々な自然災害を経験してきた．今後も，東

南海地震をはじめとした大規模な震災が危惧されてお

り，防災に対する意識がますます高まっている1．2012

年より本格的にスタートしたオープンデータ推進にお

いても，防災情報はデータ公開に最適なジャンルとさ

れ，世界に目を向けても防災情報のオープンデータは

注目を集めている2．オープンデータを推進する多くの

自治体が，避難所や消防水利をはじめとした防災情報

のデータを公開しており，その活用事例も多数報告さ

れている3,4．2016年からは「オープンデータ2.0」と

呼ばれる新たなステージへと移行し，従来のデータ公

開中心の取組から，データ利活用による課題解決に向

けた取組に向け，より一層オープンデータ推進が強化

されている5．しかし，従来は，そもそも活用事例がな

かったり，活用事例があってもオープンデータ公開を

促すために開発された事例が多く，実際の市民利用ま

で繋がらないケースもあった．今後，オープンデータ

推進による地域課題解決や行政サービス向上を達成す

るためには，サービスとして市民が利用する段階まで

を想定し，データを公開していく必要だと考える．	

そこで，本研究では，活用事例の市民利用を見据え

たオープンデータ推進を目的とする．特に，近年，注

目を集める防災関連の情報を事例として，防災情報に

おける自治体オープンデータの現状を調査するととも

に，被災した市民が必要としていた情報を分析し，被

災者からのニーズが高い情報を明らかにすることで，

市民利用を見据えた災害時生活情報のオープンデータ

化について検討する．	

 
 
 

２．防災情報のオープンデータ 
(1) 自治体オープンデータ推進の現状 
	 2016 年 6 月時点，我が国のオープンデータ推進をし

ている自治体は 200 以上にのぼる 6．筆者らのグルー

プでも，長野県須坂市や愛知県名古屋市等において，

地域の様々な主体と協働しながら，自治体オープンデ

ータ推進について実践的に取り組んでいる 7,8．特に，

筆者は愛知県における自治体オープンデータ推進の取

組に携わり，広域連携によるオープンデータ推進を検

討したり，オープンデータ推進都市の現状を調査した

りしてきた（表 1）．	
表	1	 オープンデータ推進の現状調査の一例	

	



	

	

	 調査を通して，どの自治体も共通で抱えている課題

として，「データのニーズがわからない」ことや「デ

ータが活用されない」ことが挙げられる．データを保

有する庁内の理解を得るために，オープンデータ化す

ることによる効果を示すことが必要だが，現状ではほ

とんどできていない．また職員の声として，オープン

データ推進によって「市民満足度の向上」や「行政サ

ービスの充実」につながることが望ましいといった意

見もあった．従来より進めてきた，現状の公開中心型

のオープンデータ推進では，データのニーズがわから

ないから，とりあえず出せるデータだけを公開し，そ

の結果，活用までは至らない状態になっているケース

が多く見受けられる．今後，公益につなげていくため

には，データ利活用やその先の市民利用までを見据え

たオープンデータ推進に転換し，オープンデータ公開

による成果を示していくことが重要だと考えられる

（図 1）．	

	

	
図	1	 オープンデータ推進の転換	

	
(2) 防災情報におけるオープンデータの現状 
a. 防災情報発信 
	 災害時に迅速かつ確実に情報伝達するために，自治

体は防災無線や J アラート（全国瞬時警報システム）

を導入している．また，近年では，情報伝達の流れを

より円滑にするために，L アラート（災害情報共有シ

ステム）の整備を進めるなど，中央省庁と連携して災

害時の情報発信に備えた様々な取組を行っている．	

	 一方で，平時から非常時に備えた市民の防災意識向

上が重要視されている．自治体でも，Web サイト上で

避難所や給水地の位置情報，災害備蓄倉庫や防災計画

の情報を公開する等，市民に対し，平時から非常時に

関する情報発信を行っている．しかし，これらの情報

は市民の目に留まりにくい深い階層に公開されていた

り，被災生活までを想定した際に，情報が十分でなか

ったりする．発災時だけでなく，被災した際の避難所

などでの生活までを想定した情報を発信することで，

市民に対して，平時から災害時に備えた防災意識向上

を図ることができる可能性があると考えられる．	

	

b. オープンデータの現状 
	 これまでオープンデータ推進に取組む多くの自治体

が避難所の位置情報を中心に，防災情報に関する様々

なオープンデータを公開してきた．そこで，防災情報

のオープンデータを公開している全国の自治体では，

どのような情報がオープンデータ化されているのかを

調査した（表 2）．また，その中でも，代表的な 7 都
市の防災情報のオープンデータの内容についてまとめ

た（表 3）． 

表	2	 防災情報の主な種類	

 
	

	

表	3	 主な都市の防災オープンデータ	

 
	

	

	

	



	

	

避難所・避難場所	 	

	 防災情報のオープンデータ化を進めるほとんどの自

治体で，避難所や避難場所の情報がオープンデータ化

されていた．特に，位置情報を公開する自治体が多く

見受けられ，この情報を活用した最寄りの避難所まで

をガイドするアプリがいくつか開発されている 9．し

かし，弘前市のように避難所の収容人数や主な対象地

域，誘導員など，避難所運営に関する詳細な情報まで

をオープンデータとして公開している自治体はほとん

ど見受けられなかった．	

水利関係	

	 消火栓などの消防水利関係や応急給水拠点などの情

報をオープンデータ化も徐々に進んでおり，これらも	

位置情報のデータが中心となっている．しかし，名古

屋市のように，実際の市民利用を見据えて，応急給水

拠点における給水栓に関する説明書きをした上で，給

水栓の種類ごとにオープンデータを公開している自治

体はほとんど無かった．	

災害時生活関係 
	 発災後に被災した市民が生活していく上で必要とさ

れる災害時生活情報のオープンデータを公開する自治

体もまだまだ少ない．例えば，災害時用物資の備蓄状

況に関して，ほとんどの自治体が独自に定める防災計

画の形で備蓄品の具体的な数量までを Web サイト上に

公開しているが，千代田区のようにオープンデータと

して公開している自治体は多くない．	

 
(3) 市民利用を見据えたオープンデータ推進の提案 
	 これまで公開されてきた防災情報のオープンデータ

は，出せる情報から公開するという公開中心型のオー

プンデータばかりであった．そのため，データ更新の

手間がない避難所や給水拠点の位置情報のオープンデ

ータが多く，発災後の避難生活における情報はほとん

ど公開されてこなかった．しかし，過去の震災では，

発災後の長期にわたる避難生活において災害時生活情

報が十分に届かないという課題があった 10,11．今後の

オープンデータ利活用促進に向けて，避難所難民とな

る市民が発生したり，支援物資の配分が十分でなかっ

たり，災害対策本部となる自治体と避難所の連携が円

滑に行われなかったりしたという課題を考慮すると，

発災直後だけでなく，その後の災害時生活までを見据

えて，被災した市民が必要とするであろう情報を公開

しておくことが重要であると考えられる．また，その

ような情報をオープンデータとして公開することで，

データ活用による民間のサービス開発が期待でき，従

来以上に，被災した市民に情報が届きやすくなること

が期待でき，防災対策の一つとしても効果があると考

えられる．	

	

	

３．市民利用を見据えたオープンデータ 
(1) 災害時生活情報のニーズ調査 
	 2 章の結果を踏まえ，本研究では，災害時生活情報
のオープンデータ化を目指し， 2016 年 4 月に発生し
た熊本地震における災害時生活情報に関して，被災し

た市民が発災後にどのような情報や物資を必要とした

のかを調査した（表 4）．調査は，生活情報について
と支援物資情報のそれぞれについて，Google トレンド
と Facebookを利用して調査した． 
 

表	4	 ニーズ調査概要	

 
 
	

(2)結果と考察	
	 表 5 に支援物資ニーズ調査の主な結果，図 2 に生活
情報ニーズ調査の主な結果，表 6 に生活情報の検索ボ
リュームを示す．図 2 のグラフについては，縦軸が調
査期間内で最も検索数が多かった日を 100 とした際の
相対的な検索率を表し，横軸は時間経過を表している．

また，表 6 の検索ボリュームについては，生活情報の
ニーズ調査で取り上げたキーワードに対する，同一期

間内での検索絶対数を示したものである． 
 

表	5	 支援物資のニーズ調査	

 
 



	

	

a. 支援物資のニーズ調査	
	 表 5 に示した支援物資ニーズ調査の結果から，食糧
関係や女性用品，寝具といった生命維持活動に必要と

考えられる物資は長期的にニーズが高く，そうではな

い物資は短期的に必要とされていると分かった．短期

的に必要とされる物資については，被災地の復興の状

況や天候などに応じてニーズが変化すると考えられる．

例えば，ドライシャンプーや生活用水は発災から 2 週
間程度はニーズがあったが，ライフラインの完全復旧

や公衆浴場の営業再開などによりニーズが小さくなっ

ていったと推測できる．自治体の災害時用備蓄として，

まずは多くの市民に共通して必要とされる生命維持活

動に必要な物資を備えるべきであろう．また，例えば，

高齢者の多い地域には湿布や薬の備蓄を多めにするな

ど，地域の気候や市民の属性に応じて，必要な物資を

適切に分配する必要があると考えられる． 
 

 
 

	
	

	
	

	
図	2	 生活情報のニーズ調査	

表	6	 生活情報に関する検索ボリューム	

	
	
b.生活情報のニーズ調査	
	 図 2 に示した生活情報ニーズ調査の結果から，時間
経過とともに，検索キーワードの変化があることが見

受けられた．ライフライン関連は，発災後すぐに検索

率が上昇したが，ライフラインが復旧していくにつれ

て，安定した値で推移したと考えられる．生活関連は，

発災後から継続的に検索率が推移しており，ある程度

災害が落ち着いてからも，生活を営むために情報を得

ていたと考えられる．1 週間程度は炊き出しや物資な
ど最低限の生活を送るための情報が継続的に検索され

ていることに加え，風呂やシャワーといった衛生関連

の語句検索がされた．自治体・避難所関連は，発災後

から緩やかに検索率が下がってきているが，罹災証明

に関しては自治体の対応が追いついた本震から 9 日後
にピークを迎えている．また，表 6 に示した検索ボリ
ュームから，「熊本市」や「益城町」といった自治体

名を検索する傾向が高いことが明らかになった．非常

時には自治体から情報を得ようとする市民が多いこと

がうかがえる．物資関連は，他の情報と比較して，長

期的に検索されているとうかがえる．特に，テントな

どの生活空間を確保するための備品は，発災から 2 週
間後にピークが来ており，他者と共同生活をする避難

所生活から逃れることや避難所の閉鎖に伴って検索数

が増えたのではないかと考えられる． 
 
c. 考察	
	 支援物資ニーズ調査，並びに生活情報のニーズ調査

の結果から，物資や情報の種類によって，ニーズのあ

る時期や期間が異なることが明らかになった．また，

災害時には自治体名を検索することで，何らかの情報

を得ようとする市民が多い傾向にあると明らかになっ

た．しかし，ニーズの高い災害時生活情報には，ガス

や電力など民間事業者が管轄する情報も多く， 自治体
が全てに対応することには限界がある．したがって，

災害時に，自治体は，自身が保有する情報をできるだ

け早期段階で公開するとともに，地域の民間事業者と

も連携して，できる限りの生活情報を公開していくこ

とが望ましいだろう．また，給水場所や炊き出し施設

の情報など，平時から出せる情報はオープンデータと

して出しておくことで，自治体の web サイトの他にも
情報伝達手段が増えることが期待できる．これにより，

市民に対し地域防災の現状を認識させることができ，

防災対策の一つとして効果があると考えられる． 



	

	

(3) オープンデータ化に関するヒアリング 
	 これらの結果を踏まえ，災害時生活情報のオープン

データ化について，オープンデータ推進に前向きであ

る尾張旭市，日進市，長久手市に対し，ヒアリングを

実施した（表 7）． 
 

表	7	 ヒアリング概要	

 
 
	 ヒアリングから，調査対象の自治体は災害時生活情

報のオープンデータ化に前向きな姿勢だと分かった．

実際に被災地でニーズのあった情報は，市民の声と捉

え，対応していく必要があると考えられる．特に，災

害用備蓄品のオープンデータ化については，既に Web
サイト上で公開していることもあり，積極的に取組む

意向を示した．長久手市が掲げている MJM（町を自
分で守る）の取り組みをはじめとした，「自分の身は

自分で守る」という自助の考え方が防災の基本であり，

オープンデータ化により災害用備蓄品の現状をより幅

広い市民に知ってもらうことで，不足する生活用品を

個人で備蓄するといった市民の防災意識向上を図るこ

とができるだろう．また，地域防災の現状を知っても

らった上で，市民からの自治体に対する要望を受ける

ことで，公助としての行政サービスの向上もまた期待

出来るだろう．  
	 一方で，現在公開されている災害時用備蓄品情報は，

市全体の総数であり，一人当たりに換算した際の量が

感覚的に掴みにくい．各避難所ごとに備蓄品がいくら

あるのかを公開する方が望ましく，自治体にデータ整

理などの負担がかかる懸念点がある．しかし，自治体

の備蓄に対する現状を発災後に市民が知り，現場が混

乱する場合のリスクと，予め平時に市民が知る場合の

リスクを鑑みると，平時に公開する方が望ましいと考

えられる． 
 
 
4．防災情報におけるオープンデータの提案 
(1) 災害時生活情報のオープンデータ化 
	 調査結果を踏まえ，防災情報におけるオープンデー

タとして，従来より多くの自治体で公開されてきた避

難所や防災水利の位置情報に加えて，災害時生活に関

連した情報を公開していくことが必要である．避難所

関連の情報としては，位置情報に加えて，収容可能人

数や対象町内会の人数などの情報，トイレの数，炊き

出し設備の有無，市民が使える発電機や Wi-Fi の有無

の情報も同時に公開しておくことで，平時から避難所

の現状をより正確に把握できる．また，各避難所の防

災倉庫に保管されている，災害時備蓄品の情報も公開

することで，災害時に備えて，具体的に何をどれくら

いの量，自主的に準備しておくべきかを考えるきっか

けを与えることができる．このような，災害時生活情

報をオープンデータとして公開することで，市民の自

主防災意識の高まりや新たな地域課題の発見につなが

ると考えられる．これを実現するにあたり，自治体の

ヒアリングからも伺えるように，まずは，既に web 上

で公開されている災害時用備蓄品のような，公開しや

すい情報から公開していくことで，自治体としても最

低限の負担でオープンデータ推進に取り組むことがで

きるだろう．	

	 また，災害時には，自治体名を検索する市民が多い

ことから，民間の情報も含めた災害時生活情報を自治

体が収集して，web 上で地域のポータルサイトとして

まとめて公開していくことで，より多くの市民にいち

早く正確な情報を伝えることができ，またオープンデ

ータとすることでより多様な手法で情報伝達ができる

と考えられる．災害時における，自治体と民間事業者，

或いは市民や近隣自治体といった地域を構成する様々

な主体間による，オンライン上での連携も重要となる

だろう（図 3）．	

	

 
図	3	 オープンデータによる地域内オンライン連携	

 
 



	

	

(2) 想定する活用サービス 
	 防災情報のオープンデータを活用したサービスの一

例として，避難所の位置情報と備蓄品情報のオープン

データを活用して，平時・非常時関わらず，避難所の

物資状況をリアルタイムで把握できるシステムが挙げ

られる（図 4）．このシステムにより，平時では，市
民が災害時の備蓄対策を講じることができ，災害時で

は，自治体は域内の避難所に，効率的に物資を分配で

きるようになるだろう．従来の災害を踏まえ，同様の

システム 12 が開発されてきたが，オープンデータを活

用することにより，同様のオープンデータを公開する

あらゆる地域で，地域横断的に利用できるようになる

と考えられる．筆者らは，今後，民間事業者と協働し

て，実際にサービスの開発を行っていく予定である． 
 

 
図	4	 想定する活用サービス	

 
 
5．おわりに 
	 本研究では，防災情報における自治体オープンデー

タの現状を明らかにし，被災者のニーズがある情報を

明らかにした．その結果，情報の種類によってニーズ

のある時期や期間が異なると分かり，物資関連の情報

は長期的に求められていることが分かった．また災害

時に市民は自治体が発信する情報を得ようとすること

が明らかになった．これらを踏まえ，市民利用を見据

えた災害時生活情報のオープンデータ化について，自

治体へのヒアリングを通して検討し，自治体が既に

web上で公開している災害時用備蓄品の情報からオー

プンデータ化を進めていくことが望ましいと分かった．	

	 今後の課題として，災害時用備蓄品をはじめとした

災害時生活情報のオープンデータ公開に向けて尾張旭

市・日進市・長久手市と連携していくこと，さらにこ

れら3市の近隣自治体も巻き込んだ広域連携の取り組

みに進展させること，民間事業者と協働して，オープ

ンデータを活用したサービス開発をし，有効性を確認

することが挙げられる．本稿では防災情報をテーマと

しているが，防災情報に限らず，様々な情報のオープ

ンデータ推進がより活発化するように，今後も自治体

を継続的にサポートしていきたい．	
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